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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第163期

第１四半期連結
累計期間

第164期
第１四半期連結
累計期間

第163期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

営業収益（百万円） 23,670 26,762 96,766

経常利益（百万円） 1,306 1,340 4,772

四半期（当期）純利益（百万円） 549 1,791 2,534

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
52 1,930 1,352

純資産額（百万円） 49,779 51,336 49,967

総資産額（百万円） 175,398 188,999 184,035

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4.43 14.42 20.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 27.6 26.8 26.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,529 2,547　 8,104

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,585 1,329　 △17,910

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,784 2,767　 11,154

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
9,884 24,094　 17,361

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

４．第163期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　①　全般の概況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、鉱工業生産指数が４月以降、前月比プラスを継続するなど

持ち直しの動きが見えつつあるものの、依然、前年比ではマイナスが継続し、また、輸出も東日本大震災の影響

から前年を下回るなど、厳しい状況が続いております。

　物流業界におきましても、１～３類倉庫の所管面積、保管残高の前年比マイナスが継続するなど、厳しい状況

が続いております。

　こうした経済環境の中、当第１四半期連結累計期間の業績は、物流においては、国内物流事業は保管残高や国

内運送の取扱が回復したことから増収増益となり、また、港湾運送事業も前期における新規船社獲得が寄与し

たことなどから増収増益となりました。グローバルネットワーク事業はほぼ前年並みとなり、航空事業は前期

に全株式を取得した株式会社三井倉庫エアカーゴの通期寄与もあったことから大幅な増収増益となりました。

一方、不動産事業においては、前期に資産効率改善の観点から賃貸ビルを売却したことから減収減益となりま

した。

　これらの結果、連結営業収益は前年同期比３０億９２百万円増の２６７億６２百万円、連結営業利益は同４５

百万円減の１６億８６百万円、連結経常利益は同３４百万円増の１３億４０百万円となりました。また、連結四

半期純利益は、資産効率改善の観点から固定資産の売却を行ったことなどから同１２億４１百万円増の１７億

９１百万円となりました。

　

　②　セグメントの概況

　(イ）国内物流事業

国内において一般事業者を対象に倉庫保管、国内運送、流通加工などの様々な物流サービスを提供する

国内物流事業においては、保管残高が前年同期に比べ増加し、また、既存顧客を中心に一般貨物取扱運送、

コンテナ取扱運送が堅調に推移した結果、営業収益は１１３億６１百万円（前第１四半期比１億９７百万

円増）となり、営業利益は８億３９百万円（同１億４百万円増）となりました。

 （ロ）港湾運送事業　

船会社を主な顧客として港湾作業・運送サービスを提供する港湾運送事業においては、既存顧客船社の

取扱量が堅調に推移したことに加え、前期獲得した中国航路における新規船社の寄与もあったことからコ

ンテナターミナル作業の取扱が好調に推移した結果、営業収益は３５億５１百万円（前第１四半期比３億

２０百万円増）となり、営業利益は３億１１百万円（同６６百万円増）となりました。

 （ハ）グローバルネットワーク事業　

海外現地法人による物流サービスを提供するグローバルネットワーク事業においては、北米地域におい

て家電製品の取扱の減少等から減収減益となったものの東南アジア、北東アジアでの取扱が堅調に推移し

たことから、全体では営業収益は３０億２８百万円（前第１四半期比１０百万円増）となり、営業損失は

２２百万円（同１９百万円の改善）となりました。

  (ニ）航空事業

航空貨物の混載輸送及び付随する物流サービスを提供する航空事業においては、本年３月国際貨物輸送

事業のさらなる拡充・強化を目指し全株式を取得した株式会社三井倉庫エアカーゴが通期で業績に寄与

したことなどから、営業収益は３１億３７百万円（前第１四半期比２８億７百万円増）となり、営業利益

は１億４百万円（同１億１９百万円の改善）となりました。
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　(ホ) その他物流事業

その他物流事業は、顧客が自ら行っている業務のプロセスのすべてもしくは一部を受託し、運営・管理

するＢＰＯ事業、並びにサードパーティロジスティクスによるＳＣＭ支援サービスや複合一貫輸送サービ

スを提供するロジスティクスシステム事業から構成されております。

ＢＰＯ事業においては、震災の影響もあり例年第１四半期に行っていた業務の取扱がなかったことなど

もあり前年同期に比べ減収減益となり、ロジスティクスシステム事業においても、震災の影響から日本発

着の複合一貫輸送の取扱が減少したことなどから減収となったものの、管理費の削減等により増益となり

ました。これらの結果、その他物流事業においては、営業収益は２７億２２百万円（前第１四半期比５３百

万円減）となり、営業損失は６百万円（同９百万円の悪化）となりました。

　(ヘ) 不動産事業　

不動産賃貸事業は、前期において資産効率並びに財務バランスの改善の観点から賃貸ビルの売却を行っ

たことなどから、営業収益は３０億４９百万円（前第１四半期比１億１百万円減）となり、営業利益は１

８億３６百万円（同１億１１百万円減）となりました。

　　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、２５億４７百万円の収入となり、前第１四半

期に比べ１０億１８百万円の収入増となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益の増加等によるもので

す。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入等により１３億２９百万円の収入となり、

賃貸用大型物流施設等の取得があった前第１四半期に比べ１４９億１５百万円の収入増となりました。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入等により、２７億６７百万円の収入となったもの

の、社債の発行による収入があった前年同期に比べ３０億１６百万円の収入減となりました。 

　以上の結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より６７億３３百万円

増の２４０億９４百万円となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 ① 対処すべき課題の内容

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。

 ② 株式会社の支配に関する基本方針について

　会社の経営方針の決定を支配することが可能な量の株式を保有する株主についての基本的な対処方針に関し

て、当社は、そのような量の株式を保有しようとする者を許容するか否かは最終的には株主の皆様の判断に委ね

られるべきと考えております。従って、新株予約権をあらかじめ発行する防衛策等のいわゆる買収防衛策の導入

は現時点では予定しておりません。

　当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上にとって不適切な者による当社の買収が試みられようとし

た場合には、多くの株主または投資家の皆様にとって好ましくない結果がもたらされることを防止する必要があ

るため、株主の皆様から負託された者の責務として、当社取締役会はこれを防止するための適切な措置をとりま

す。その場合には、当該買付者の事業内容および将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、社内に設置する

「企業価値向上委員会」（当社社外取締役・社外監査役で構成）が、当該買付行為または買収提案の当社企業価

値・株主共同の利益への影響等を、独立した立場で慎重に調査・検討します。この結果を踏まえ、取締役会は、十

分な審議をおこない、企業価値・株主共同の利益の観点から、株主の皆様にとっての最善策について結論を出す

ことといたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
  発行数（株）

（平成23年８月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,415,013124,415,013

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり権利内

容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元株式数1,000株　

計 124,415,013124,415,013 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
― 124,415,013― 11,100 ― 5,563

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　   221,000
―

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

単元株式数1,000株　

完全議決権株式（その他） 普通株式　 123,984,000 123,984 同上

単元未満株式  普通株式　　　 210,013 ― 同上

発行済株式総数 124,415,013― ―

総株主の議決権 ― 123,984 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の1,000株（議決権１個）が

　　　　　含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式782株が含まれております。

 

②【自己株式等】     

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％）

（自己保有株式）

三井倉庫株式会社

東京都港区海岸

３丁目22－23
221,000 ― 221,000 0.17

計 ― 221,000 ― 221,000 0.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,580 24,396

受取手形及び営業未収金 14,851 14,236

その他 5,143 5,356

貸倒引当金 △35 △31

流動資産合計 37,540 43,958

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 64,535 63,301

土地 51,291 51,275

その他（純額） 5,532 5,392

有形固定資産合計 121,359 119,969

無形固定資産

のれん 2,932 2,858

その他 5,416 5,440

無形固定資産合計 8,348 8,298

投資その他の資産

投資有価証券 11,164 10,996

その他 5,717 5,872

貸倒引当金 △95 △96

投資その他の資産合計 16,786 16,772

固定資産合計 146,495 145,041

資産合計 184,035 188,999

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 7,632 7,371

短期借入金 965 1,021

1年内返済予定の長期借入金 17,705 17,291

1年内償還予定の社債 5,000 5,000

未払法人税等 1,656 923

賞与引当金 1,511 842

その他 6,835 8,746

流動負債合計 41,308 41,197

固定負債

社債 36,000 36,000

長期借入金 48,834 52,567

退職給付引当金 2,289 2,239

その他 5,636 5,658

固定負債合計 92,760 96,465

負債合計 134,068 137,662

EDINET提出書類

三井倉庫株式会社(E04284)

四半期報告書

 8/19



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,100 11,100

資本剰余金 5,563 5,563

利益剰余金 32,968 34,201

自己株式 △98 △98

株主資本合計 49,533 50,766

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,002 1,925

為替換算調整勘定 △2,280 △2,115

その他の包括利益累計額合計 △278 △189

少数株主持分 711 760

純資産合計 49,967 51,336

負債純資産合計 184,035 188,999
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

営業収益

倉庫保管料 3,083 3,104

倉庫荷役料 1,967 2,020

港湾作業料 5,276 5,356

運送収入 6,999 9,851

不動産収入 3,087 2,995

その他 3,255 3,432

営業収益合計 23,670 26,762

営業原価

作業直接費 9,765 11,914

賃借料 1,714 1,751

減価償却費 1,459 1,494

給料及び手当 3,381 3,765

その他 3,912 4,053

営業原価合計 20,232 22,979

営業総利益 3,437 3,783

販売費及び一般管理費

減価償却費 161 172

報酬及び給料手当 764 771

その他 779 1,151

販売費及び一般管理費合計 1,705 2,096

営業利益 1,732 1,686

営業外収益

受取利息 10 5

受取配当金 115 119

持分法による投資利益 21 4

受取補償金 － 73

その他 90 73

営業外収益合計 238 276

営業外費用

支払利息 390 384

その他 273 238

営業外費用合計 664 622

経常利益 1,306 1,340

EDINET提出書類

三井倉庫株式会社(E04284)

四半期報告書

10/19



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

特別利益

固定資産売却益 243 1,862

特別利益合計 243 1,862

特別損失

投資有価証券評価損 163 41

固定資産除却損 302 －

その他 67 7

特別損失合計 533 49

税金等調整前四半期純利益 1,016 3,153

法人税等 468 1,339

少数株主損益調整前四半期純利益 547 1,814

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 22

四半期純利益 549 1,791
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 547 1,814

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △660 △77

為替換算調整勘定 165 192

持分法適用会社に対する持分相当額 0 1

その他の包括利益合計 △494 116

四半期包括利益 52 1,930

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 24 1,879

少数株主に係る四半期包括利益 28 51
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,016 3,153

減価償却費 1,620 1,666

のれん償却額 － 73

貸倒引当金の増減額（△は減少） 36 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △710 △669

退職給付引当金の増減額（△は減少） △60 △51

受取利息及び受取配当金 △125 △124

支払利息 390 384

持分法による投資損益（△は益） △21 △4

有形固定資産売却損益（△は益） △243 △1,867

投資有価証券評価損益（△は益） 163 41

有形固定資産除却損 38 0

売上債権の増減額（△は増加） △526 724

仕入債務の増減額（△は減少） 211 △328

その他 1,119 1,336

小計 2,908 4,331

利息及び配当金の受取額 128 126

利息の支払額 △345 △338

法人税等の支払額 △1,161 △1,571

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,529 2,547

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,935 △404

有形固定資産の売却による収入 633 2,134

無形固定資産の取得による支出 △229 △292

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

貸付けによる支出 △78 △78

貸付金の回収による収入 25 47

その他 － △75

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,585 1,329

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 830 482

短期借入金の返済による支出 △820 △448

長期借入れによる収入 － 7,000

長期借入金の返済による支出 △3,665 △3,680

社債の発行による収入 10,000 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △558 △558

その他 △1 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,784 2,767

現金及び現金同等物に係る換算差額 40 88

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,231 6,733

現金及び現金同等物の期首残高 16,115 17,361

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,884 24,094
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

  連結の範囲の重要な変更

　MSC Trading (Shanghai) Co.,Ltd.を新規設立したことにより、当第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めてお

ります。

　三井倉庫ファシリティーズ株式会社は三井倉庫ビジネスパートナーズ株式会社に平成23年６月１日に吸収合併された

ため、連結の範囲から除外しております。

　三興陸運株式会社及び名共サービス株式会社は、それぞれサンコウ株式会社、三興陸運株式会社に名称変更しておりま

す。　

　

【会計方針の変更等】

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　１　偶発債務 　１　偶発債務

①　連結子会社以外の会社の銀行借入金に対し次のとお

り保証を行っております。

①　連結子会社以外の会社の銀行借入金に対し次のとお

り保証を行っております。

㈱ワールド流通センター 702百万円 

㈱神戸港国際流通センター 578 

青海流通センター㈱ 139 

大阪港総合流通センター㈱ 99 

四日市港国際物流センター㈱  37 

計 1,558 

㈱ワールド流通センター 675百万円 

㈱神戸港国際流通センター 578 

青海流通センター㈱ 136 

大阪港総合流通センター㈱ 94  

四日市港国際物流センター㈱ 12 

計 1,498 

②　親会社は従業員に対する銀行の住宅ローンに関し、

389百万円の保証を行っております。

③　受取手形裏書譲渡高     14百万円

②　親会社は従業員に対する銀行の住宅ローンに関し、

372百万円の保証を行っております。

③　受取手形裏書譲渡高     13百万円

　２　親会社は、運転資金等の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりであります。

　２　親会社は、運転資金等の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。

当四半期連結会計期間末における貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 －      

差引額 8,000 

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 8,000     　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

現金及び現金同等物四半期末残高と四半期連結貸借対照表

上の現金及び預金勘定四半期末残高との関係

現金及び現金同等物四半期末残高と四半期連結貸借対照表

上の現金及び預金勘定四半期末残高との関係

現金及び預金勘定 10,126百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △242 

現金及び現金同等物 9,884  

現金及び預金勘定 24,396百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △301 

現金及び現金同等物 24,094  

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月７日

取締役会
普通株式 558　 4.5　 平成22年３月31日平成22年６月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月６日

取締役会
普通株式 558 4.5平成23年３月31日平成23年６月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

　　　報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　　　

　　(単位：百万円)　

　

報告セグメント　

その他
(注)１　

合計
調整額
(注)２　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内物流
事業

港湾運送
事業

グローバ
ルネット
ワーク
事業

航空　
事業　

その他
物流事業
　

不動産
事業

営業収益    　   　 　   

(1）外部顧客への

　　営業収益
11,1613,2303,017 330 2,7703,087 7123,670－ 23,670

(2）セグメント間

の内部収益又

は振替高

2 － － － 5 63 27 97 (97) －

計 11,1633,2303,017 330 2,7753,150 9823,767(97) 23,670

セグメント営業

利益(又は営業損

失)

734 245 (42) (15) 3 1,948(252)2,621(889) 1,732

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない収益を得る事業活動であり、子会社の金融事業、施設

管理事業、情報システム事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント営業利益（又は営業損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　(単位：百万円)　

　

報告セグメント　

その他
(注)１　

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内物流
事業

港湾運送
事業

グローバ
ルネット
ワーク
事業

航空　
事業　

その他
物流事業
　

不動産
事業

営業収益    　   　 　   

(1）外部顧客への

営業収益
11,3423,5513,0283,0582,7202,995 6526,762－ 26,762

(2）セグメント間

の内部収益又

は振替高

18 － － 79 2 53 40 194(194) －

計 11,3613,5513,0283,1372,7223,04910526,956(194)26,762

セグメント営業

利益(又は営業損

失)

839 311 (22) 104 (6) 1,836(211)2,851(1,164)1,686

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない収益を得る事業活動であり、子会社の金融事業、施設

管理事業、情報システム事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,164百万円は、のれんの償却額△73百万円、連結財務諸表提出会社の管理部

門に係る費用△1,090百万円であります。

３．セグメント営業利益（又は営業損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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　２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　当第１四半期連結会計期間から、前連結会計年度において「その他物流事業」に含まれていた「航空事業」につ

いて量的な重要性が増したため、区分掲記しております。また、本年４月より各事業を構成する業務範囲の見直

しを行っております。

　　　前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区分、並びに事

業を構成する業務範囲に基づき組替えたものを開示しております。　

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4円43銭 14円42銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 549 1,791

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 549 1,791

普通株式の期中平均株式数（千株） 124,193 124,193

（注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載して

　　　おりません。

　

２【その他】

  平成23年５月６日開催の取締役会において、前期末配当に関し、次の通り決議いたしました。

   (1)　期末配当による配当金の総額             　558,870,116円

   (2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　４円50銭

   (3)　期末配当の効力発生日（支払開始日）    平成23年６月７日

(注)　平成23年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行っております。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成23年８月４日

三井倉庫株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青木　良夫　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　弘幸　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井倉庫株式会社の
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年
６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー
計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井倉庫株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと
信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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